
地域政策課

地域振興担当

2769

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B51
移住就業支援金等補助事業 総務費 地域づくり推進事業費

令和元年度～  宣言項目   

分野施策 061348 郷土の魅力の創造発信

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

地方負担分について地方財政措置あり。

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 諸 収 入

決定額 △41,248 △20,416 △190 △20,642 16,097

現計額 57,345 35,977 190 21,178

令和元年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

市町村
振興費

市町村連絡調
整費

事 業
期 間

根 拠
法 令

　移住就業支援金の対象地域となる条件不利地域は県内
でも特に人口減少が著しいエリアである。
　そこで国の地方創生推進交付金を活用して、当該地域
の企業に就職し移住した者及び起業し当該地域に移住し
た者に移住就業支援金を支給することで、当該地域へ
の移住を促進する。

（１）移住就業支援金等補助事業　△41,248千円

・支援金交付対象者数が見込みを下回ったこと等による
　減額

（１）事業内容
　　民間転職サイト内に本県のマッチングサイトを開設し、サイトに掲載された中小企業に就職し、かつ条件不利地域に
　移住した者に対して、移住就業支援金を支給する。
　　併せて起業し当該地域に移住した場合にも支援金を支給する。

（２）事業計画
　　ア　移住就業支援金等支給事業
　　　　中小企業に就職し条件不利地域に移住した者及び起業し条件不利地域に移住した者に１００万円
　　　（世帯での移住）、６０万円（単身での移住）を支給する。
　　イ　マッチングサイト構築・運営事業等
　　　　民間転職サイト内に本県のマッチングサイトを開設し、構築・運営を委託する。

（３）事業効果
　　「住むなら埼玉」移住総合支援事業と連動して実施することで、埼玉県への移住促進を一層効果的に推進すること
　　ができる。

（４）民間・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　事業を効果的に実施するため、庁内関係課、市町村、地域の雇用対策協議会、金融機関、商工団体と密接に連携
　　して事業を実施する。

（５）補正予算の概要
　　　ア　臨時職員の雇用見込みがないことによる減額補正（共済費、賃金、諸収入）
　　　イ　事務費の節減等による減額補正（旅費、需用費）　　　　　　　
　　　ウ　実績額が予算額を下回る見込みであるための減額補正（補助金）

（国1/2、県1/4）市町村1/4

9,500千円×1.7人＝16,150千円

補正後の
予算額

― 企画財政部 B51 ―
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